
様式第14号(第10条関係)

	様

様分

下記の下水道受益者負担金が滞納となっています。

　　　　　　　　　　　　迄に取り扱い金融機関で

納付してください。

◎既に納付されているときは、この催告書とあなたの納付とが行き違いになったものと思われますので、輪島市上下水道局へお問い合せください。

輪島市長　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
督　促　状

受益者氏名
【納付について】

納付の際には納入通知書、納入書とこの督促状をお持ちになり納めてください。なお、納入通知書、納付書を紛失された場合は、輪島市上下水道局へ御連絡ください。

年度
年度
期別
通知書番号
負担金
円
納期限
督促手数料
円
延滞金
条例による金額
【御注意】

督促状について不服がある場合は、この督促状を受け取った日の翌日から起算して3か月以内に市長に対し審査請求をすることができます。

また処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決の送達を受けた日から起算して6か月以内に市を被告として(市長が被告の代表者となります。)提起することができます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、処分の取消しの訴えは、前記の裁決を経た後(次の(1)から(3)までのいずれかに該当するときは徐く。)でなけ

れば提起することができません。
(1)審査請求のあった日から3か月を経過しても裁決がないとき。

(2)処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

(3)その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
【延滞金について】　

納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、負担金額(1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又は金額を切り捨てます。)に年14.5パーセント(納期限の翌日から1か月を経過する日までの期間については年7.3パーセント)の割合（各年の延滞金特例基準割合(平均貸付割合(租税特別措置法第93条第2項に規定する平均貸付割合をいう。)に年1パーセントの割合を加算した割合)が年7.3パーセントの割合に満たない場合には、その年中においては、年14.5パーセントの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年1パーセントの割合を加算した割合(当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合)）を乗じて計算した金額の延滞金を加算して納付しなければなりません。なお、延滞金の確定金額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が500円未満であるときは、その端数金額又はその全額については、納付する必要がありません。

督促状に関するお問い合わせは

輪島市上下水道局　22-2220 まで
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